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１．はじめに
　伝統的に，ドイツの国内交通市場では，自家用自動車交通（Motorisierter 
Individualverkehr, MIV）が圧倒的に選好されている（図１）。したがって，
公共近距離旅客輸送（Öffentlicher Personennahverkehr, ÖPNV）⑴は運賃収入
のみでは存立し得ず，連邦や州から，毎年，多額の財政補助を受けている。
　一般に，ÖPNV を対象とする公的補助制度には，次の三つの枠組みが存在
する。一つ目は，解消法（Entflechtungsgesetz）に基づく連邦補助制度である。
詳述は後段に譲るが，これは1971から36年間に渡って運用されてきた地域交通
助成法（Gemeindeverkehrsfinanzierungsgesetz, GVFG）⑵に代わって，2007年
より運用されているものである。二つ目は，地域化法に基づく連邦補助制度で
─────────────────
＊　2010年８月12日原稿受理　2010年10月28日掲載承認
⑴　主に都市及びその近郊の交通需要に応じる目的で路線輸送を行う公共旅客輸送を指すが，それが
明確でないときは，当該交通機関において総乗車距離が50km未満又は総乗車時間が１時間未満で
ある旅客が過半数を占めるものをいう（地域化法（Regionalisierungsgesetz）第２条）。いわば，
都市鉄道 S バーン（S-Bahn），地下鉄 U バーン（U-Bahn），路面電車及びバスの総称である。
⑵　地域交通財政法としている先学もあるが，制度の趣旨に照らして，本稿では地域交通助成法とい
うことにする。
ドイツ・ベルリン州における
公共近距離旅客輸送の現況と課題
── 公的補助制度とその活用状況を中心に ──＊
渡　邉　　　徹
早稲田商学第 426号
2 0 1 0 年 12 月
289
116 早稲田商学第 426 号
図１　ドイツにおける旅客輸送機関分担率
注１　ÖSPVとは，公共道路旅客輸送（Öffentlicher Straßenpersonennahverkehr），つま
りUバーン，路面電車及びバスである。
注２　グラフ中で航空のシェアがほとんど見て取れないのは，航空の輸送実績がきわめて
小さいためである。
注３　2008年は一部暫定値が含まれている。
出典　Verkehr in Zahlen 2009/2010, S. 218‒221より筆者作成。
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ある。これは，1994年に行われた旧東西ドイツの国鉄の統合・再編によるドイ
ツ鉄道株式会社（Deutsche Bahn Aktiengesellschaft, DB AG）の設立を柱と
する鉄道改革（Bahnreform）の一環として，1996年に地域化（Regionalisie-
rung）が導入された際に創設されたものである。最後は，各州が独自に実施
している財政補助制度である。
　ドイツの ÖPNV に対する公的補助制度については，わが国にも先行研究が
ある。しかしながら，題目が表している通り，ケスタ・青木（2000）では，地
域化法に基づく連邦補助制度しか取り上げられておらず，反対に岩田（2002）
では，GVFG に基づく連邦補助制度しか取り上げられていないなど，一面的
である。青木（2006）（2007）及び渡邉（2007b）も同様である。その意味では，
土方（2005）や成清（2005），渡邉（2007a）は，GVFG に基づく連邦補助制
度と地域化法に基づく連邦補助制度の双方を取り上げているものの，GVFG
から解消法への移行といった最近の動向には言及していない。また，いずれの
先行研究でも，州が実施している財政補助制度については取り上げられていな
い点で，やはり一面的であるといわざるを得ない。近藤・森田（2006）は，バー
デン・ヴュルテンベルク州を引合いに，州政府による財政補助制度について触
れているが，ごく大まかである上に，GVFG に基づく連邦補助制度から解消
法に基づく連邦補助制度への制度変更に関しては一切触れていない。
　そこで，本稿では，連邦共和国の首都であるベルリンをケーススタディとし
て，ÖPNV を対象とする各種公的補助制度を網羅的に検討する。ベルリンを
ケーススタディに掲げたのは，実は同州では，首都助成協定（Hauptstadtfinan-
zierungsvertrag）に基づいて別途の連邦補助制度が運用されているからであ
る。以下，各公的補助制度の展開と概要をレビューした上で，ベルリン州内を
運行する ÖPNV の現況と課題を分析する。
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２．公的補助制度の展開と概要
2. 1　解消法に基づく連邦補助制度
2. 1. 1　導入に至る経緯
⑴　戦後西ドイツの地域交通政策の展開
　1950年代に入り，当時の西ドイツで急激なモータリゼーションが起こった。
その結果として，1960年代初め頃から，同国の各都市及びその近郊で自動車の
増加に起因する問題が顕在化した。すなわち，都心部ではもはや自動車交通の
増大に同調して道路を拡張する余地が残されておらず，したがって特に朝夕の
ラッシュアワーには道路容量が完全に不足し，慢性的に混雑が発生していた。
専用軌道を持たない路面電車やバスは，定時性を確保することが困難となった
が，それがかえって自家用車の利用を誘発し，ますます混雑を悪化させるスパ
イラルに陥った。自動車があふれる都心では，混雑や交通事故の増加，騒音，
排気ガスの問題に加えて，駐車場不足の解決も求められていた。かくて，各都
市圏の道路交通環境の改善が必要であると認識されるに至った。
　そこで，1961年８月１日，西ドイツ下院・連邦議会（Bundestag）は，各都
市の交通事情を改善し，もって都市機能の回復を図るべく，「1961年８月１日
の地域の交通事情の改善のための措置の調査に関する法律」（Gesetz über eine 
Untersuchung von Maßnahmen zur Verbesserung der Verkehrsverhältnisse 
der Gemeinden vom 1. August 1961）を決議した。これを受けて，時の連邦
交通大臣ゼーボーム（Seebohm，在任1949～66年）の下に，学識経験者と実務
家，合わせて23名からなる専門有識者家委員会（Sachverständigenkommis-
sion）が設置され，自動車交通量の増大によって将来的に生じるであろう問題
についての調査が行われることになった。
　専門有識者委員会は，1964年８月24日に報告書を取りまとめた。報告書では，
国内各地域の交通事情を改善するための方策が示されていたが，その中に
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ÖPNV の改善が挙げられていた。しかし，財源的裏づけのないままでは実行
に移すことは不可能である。そこで，専門有識者家委員会は答申の中で，連邦
及び州に対し，地域交通のために支出する補助金を増額するよう要請した。
　専門有識者委員会の答申に基づいて，連邦政府は各都市圏の交通事情の改善
のための投資補助に着手した。その成果が，「1966年12月23日の1966年租税改
正法」（Steueränderungsgesetz 1966 vom 23. Dezember 1966）の制定であっ
た。同法をもって，わが国のガソリン税にあたる鉱油税（Mineralölsteuer）⑶は，
１ℓに換算して３ペニヒ引き上げられた。そして，その増収分で各地域の交通
事情改善のための措置を講ずるものとされた⑷。
　鉱油税を１ℓあたり３ペニヒ増税することによってもたらされた地域交通改
善のための連邦補助の配分ルールは，翌1967年５月12日に連邦政府が上院の連
邦参議院（Bundesrat）の同意の下に発表した「地域の交通事情の改善のため
の連邦補助に関する方針」（Richtlinie für Bundeszuwendungen zur Verbesse-
rung der Verkehrsverhältnisse in den Gemeinden）によって規定された。同
方針の定めるところに基づいて，1967年１月１日から，鉱油税を引き上げたこ
とによる増収分の60％が道路整備に，残りの40％は ÖPNV のインフラ整備に
各々充てられることとなった。同方針はまた，個々のプロジェクトに対して，
原則的に事業費の50％相当額を，東西ドイツの国境地域にあっては60％相当額
を上限に連邦補助を配分しうると規定していた。さらに，連邦交通大臣は連邦
補助の総額の0.25％相当額を限度として，地域交通改善のための調査費を留保
することができると定めていた。
─────────────────
⑶　2006年８月にエネルギー税法（Energiesteuergesetz）が施行されたこととの関係で，現在では
エネルギー税（Energiesteuer）と称されている。したがって，2006年８月以降のことをいう場合
には，正確を期してエネルギー税と表記するべきである。しかし，現行の地域化法では，依然とし
て鉱油税と表記されている。また，その都度新旧の名称を厳密に区別して表記することは迂遠であ
るし，本稿の趣旨からいっても，必ずしもそうする必要はない。そのようなわけで，本稿では，便
宜的に鉱油税という旧名称による表記で統一することにする。
⑷　増収額は，1967年度の実績で６億６千万マルクであった。
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⑵　GVFGに基づく連邦補助制度
　道路と ÖPNV への連邦補助の配分比率が，それぞれ55％と45％に見直され
るなど，若干の変更が加えられて，先述の方針は1971年１月１日に GVFG と
して法制化された。GVFG は，正確には「1971年３月18日の地域の交通事情
の改善のための連邦の財政補助に関する法律」（Gesetz über Finanzhilfen des 
Bundes zur Verbesserung der Verkehrsverhältnisse der Gemeinden vom 18. 
März 1971）という。GVFG に基づく連邦補助制度は，1990年10月のドイツ再
統一等，時勢に応じて度々変更がなされたが，2006年末に廃止される直前には，
おおむね次のような枠組みで運用されていた。
　連邦の鉱油税収から，毎年，16億6,700万ユーロが支出される（第10条第１
項）。その中から，まずは連邦交通・建設・都市開発大臣によって，総額の
0.25％，州との協議いかんでは，最大0.5％相当額の調査費が差し引かれる（同
条第２項第１文）。その上で，75.8：24.2の割合で，旧西独の10州とベルリン州
に旧東独の５州を加えた６州に配分されるが（同項第４文）⑸，そのうちの
20％相当額は連邦プログラム⑹のための予算となる（同項第３文，第６条第１
項）。そして，残部は各州が策定する投資計画，すなわち州プログラムのため
の予算となる（第６条第２項，第10条第２項第４文）。州プログラムのための
予算は，前年７月１日時点における各種自動車の登録台数に応じて各州に按分
され（第６条第２項），地域内幹線道路や軌道系交通の建設又は改良（第２条
第１項第１号ａ，同項第２号），ÖPNV の表定速度の向上措置（同項第４号）
といった所定のプロジェクトに配分することができる。ただし，実際に連邦補
助を配分するにあたっては，当該措置が交通事情の改善のために明らかに必要
─────────────────
⑸　本来であれば，投資を必要としていたベルリン州及び旧東ドイツ領の各州に重点的に配分するべ
きところ，西側の既得権に配慮してこの配分率とされた（Schäfer/Gatz (1997), S. 837）。
⑹　GVFG 第２条第１項第２号に定める措置，とりもなおさず軌道系交通の整備のうち，特に稠密
地域又はその周辺において行われ，連邦補助の配分額が５千万ユーロを超える措置で，連邦交通・
建設・都市開発相が州の提案と協議に基づいて補完的に策定する投資計画である（第６条第１項）。
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であること（第３条第１号a），他に資金調達がなされていること（同条第２号）
等の要件を満たす必要がある。また，連邦補助を配分することができるのは，
州プログラムにあって事業費の75％相当額に（第４条第１項前段），連邦プロ
グラムにあっては事業費の60％相当額に制限される（同項後段）。
⑶　連邦制改革
　こうして，ドイツ国内各地域の ÖPNV に対する公的補助制度として，36年
間の長きに渡って運用されてきた GVFG に基づく連邦補助制度は，2006年12
月31日をもって廃止された。その背景には，連邦制改革（Föderalismusreform）
がある。
　ドイツは，独自の議会や政府，さらには憲法を備えた16の州から構成される
連邦国家である。したがって，連邦も州も，各々の議会で法律を制定するが，
領域によって立法権の所在が異なる。連邦共和国の憲法というべき基本法
（Grundgesetz）は，連邦と州との間の立法権の分配を次のように類型化して
いた。すなわち，外交事務，防衛，国籍などは，連邦の専属的立法（aus-
schließliche Gesetzgebung des Bundes）として，立法権はもっぱら連邦に存
し（第71条，第73条第１項），民・刑事法，戸籍制度などは競合的立法（kon-
kurrierende Gesetzgebung）として，連邦法が不存在である場合に州に立法権
が認められ（第72条，第74条第１項），州の公務員，大学制度，出版等は大綱
的立法（Rahmengesetzgebung）として，連邦は枠組みを規定する権限を，州
はその詳細を定める権限をそれぞれ有し（旧⑺第75条第１項），それ以外の領
域は州の専属的立法（ausschließliche Gesetzgebung der Länder）とされてい
た（第70条第１項）。
　ところが，過去の幾多に渡る基本法の改正を通じて，連邦の専属的立法と競
─────────────────
⑺　2006年８月28日に行われた第52回改正前の意である。
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合的立法に分類される事項が次々に追加された。とりわけ，再統一後は，州間
の格差を是正し，全国均一の生活条件を整える必要性が高まったが，それには
連邦の立法権限を拡大して対応せざるを得なかった。そのようなわけで，州に
専属する立法権限は，文化や地方自治制度といったごく限られた事項に縮小さ
れた。
　しかるに，連邦の立法権限が拡大されたからといって，必ずしも州の影響力
が弱まったわけではなかった。それというのは，連邦の立法権限が拡大された
一方で，連邦の立法プロセスに州をより強く関与させることで，州の連邦法へ
の影響力が維持されたからである。連邦法には，連邦参議院が連邦議会によっ
て覆されうる異議を申し立てられるに過ぎない異議法律（Einspruchsgesetz）
と，連邦参議院の同意を成立の要件とする同意法律（Zustimmungsgesetz）の
２種類がある。基本法は，州がその固有の事務として連邦法を執行する場合に
ついて定めている第84条第１項はじめ，実に30を超える条文で，連邦法によっ
て規定するときは，同意法律によって規定するものとして，連邦の立法に対す
る州の影響力を保障していたのである。
　ところで，連邦参議院は各州の人口に応じて派遣された州政府閣僚によって
構成される。連邦参議院議員の顔ぶれは，各州で４～５年ごとに実施される州
議会議員選挙の結果を反映するので，連邦と州とで政党の勢力関係を異にし，
連邦議会と連邦参議院とで与野党が逆転することも少なくない。連邦議会と連
邦参議院との間でいわゆるねじれを生ずると，本来は連邦の立法に協力する立
場にある連邦参議院が，同意法律への同意権限を利用して，連邦政府与党の立
法活動を妨害することも論理的に可能となる。立法期によって，多少のばらつ
きはあるが，近年では，成立した連邦法の50～60％が同意法律であり，党利党
略で連邦参議院の同意権限が濫用されかねないと懸念されていた。連邦と州と
の間の財政関係でも，州相互の財政の均衡化の名目で，連邦が州への財政補助
を通じて州の投資政策に介入し，州の財政をコントロールしているとの問題も
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あった。また，対外的には，EU 法の国内法化と国内実施との関係で，連邦・
州両者の立法が必要である大綱的立法は，急速な社会変動や国際的要請に立法
レベルで迅速に対応することを困難ならしめているといった指摘もなされてい
た。ここに，連邦と州との間の入り組んだ権限と関係の再画定，すなわち連邦
制改革の必要性がいわれるようになった⑻。
　GVFG に基づく連邦補助制度は，州及び地域にとって特に重要な投資措置
に対して，連邦政府が財政補助を行うことを容認する趣旨の基本法第104a条第
４項を根拠としていた。当該規定は，まさに州の投資政策に対する連邦の介入
の問題と直結していたことから，GVFG に基づく連邦補助制度が見直しの対
象となったものである。
2. 1. 2　制度の概要
　2006年９月１日，懸案であった連邦制改革が実施され，GVFG に基づく連
邦補助制度は同年限りで廃止された。その補償措置として，2007年１月１日に
解消法に基づく連邦補助制度が新設された。
　解消法は，正式には「2006年９月５日の共同任務及び財政補助の解消に関す
る法律」（Gesetz zur Entflechtung von Gemeinschaftsaufgaben und Finanzhil-
fen vom 5. September 2006）という。基本法第143c条第１項第１文は，各州
は2007年１月１日から2019年12月31日まで，教育計画（Bildungsplanung）な
どの共同任務及び GVFG 等に基づく財政補助の廃止に伴って廃止された連邦
予算からの毎年の補助金を引き続き受給する権利を有すると規定している。こ
れを受けて，解消法は各種連邦補助を廃止した後に手当てされる時限的な補償
給付の詳細を定めている。
　以下，GVFG に基づく連邦補助制度の廃止に関連する箇所に絞って解消法
─────────────────
⑻　連邦制改革をめぐるその後の議論の展開に関しては，Hager（2005），服部（2006），中西（2007），
戸波（2006），山口（2004）（2005a）（2005b）（2006a）（2006b）を参照されたい。
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を概観すると，事後，2019年まで時限的に連邦予算から補償措置が講じられる
（第３条第１項）。具体的には，2007年から2013年まで，連邦予算から毎年13億
3,550万ユーロが支出される（同）。この点，従前のように鉱油税収から支出さ
れるのではなく，連邦の一般財源から支出される（同）。なお，2014年以降の
補償額に関しては，同年から補償給付が終了する2019年に至るまで，州が所定
の任務を遂行するためにどの程度の連邦補助が必要であるか，2013年末までに
連邦及び州が共同で査定することになっている（第６条第１項）。補償給付の
各州への配分比率に関しては，第４条第３項が規定している。
　2007年１月１日をもって，ドイツ各地域の交通事情改善のための連邦補助
は，GVFG に代わって，新たに解消法を根拠法に位置づけて実施されること
となった。解消法第５条第３項は，連邦補助は地域の交通事情を改善するため
の投資に支出されるべきであると規定するにとどまり，かつて GVFG 第２条
第１項が規定していたような支出項目の制約はもはや課されていない。言い換
えれば，州はそれぞれの裁量で地域の交通事情を改善するための投資を行うこ
とができる。また，GVFG では，連邦補助を配分するにあたって，別途に資
金調達を行っていることなどが要求されていたが，解消法にはそうした要件は
存在しない。その代わりに，連邦補助の使途を毎年連邦に報告するよう州に義
務づけ，本旨に反する支出を行っていたことが判明した場合には，その分だけ
当該州に配分する連邦補助を減額し，他の州に配分する旨の制裁規定が設けら
れている（第５条第５項）。ただし，2014年以降については，投資目的に連邦
補助を支出するべきであるとされる以外には，特段の目的拘束は課されない
（第６条第２項）。
2. 2　地域化法に基づく連邦補助制度
2. 2. 1　導入に至る経緯
　1990年10月３日にドイツが再統一を果たし，旧西ドイツ国鉄のドイツ連邦鉄
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道（Deutsche Bundesbahn, DB）及び旧東ドイツ国鉄のドイツ国有鉄道（Deut-
sche Reichsbahn, DR）の統合が論点となった。しかしながら，長らく社会主
義体制の下で運営されてきた DR は，インフラの更新やメンテナンスを怠って
おり，DR が保有していたインフラは疲弊していた。加えて，組織の合理化も
遅滞しており，DB と直ちに統合できる状況になかった。
　一方の DB も，戦災からの復旧に多額の費用を要したことや戦地から引き揚
げてきた職員への年金及び恩給支出が増大したことなどが原因で⑼，設立当初
から経営内容が不良であり，他の EC 加盟国の国鉄同様，毎年，中央政府──
西ドイツにあっては，連邦政府である──から多額の財政補助を受けていた。
しかし，DR には近代化・合理化投資が必要であったので，本来であれば DB
に支出されるはずの連邦補助が充当された。したがって，DB の経営はますま
す逼迫した。ここに，国鉄の抜本的な機構改革の必要性が認識されるに至った。
　鉄道改革の主眼の一つは，DB 及び DR の統合・再編による DB AG の創設
であった⑽。そこで問題となったのは，鉄道近距離旅客輸送（Schienenper-
sonennahverkehr, SPNV）⑾の取扱いである。既述のように，ドイツの国内交
通市場では MIV が選好されており，SPNV は国鉄の事業の中でも特に採算性
が悪かった。
　そこで，新会社の経営基盤に配慮して，経営上の足かせとなっていた SPNV
を国鉄から分離し，ÖSPV，すなわちUバーン，路面電車及びバスとあわせて，
ÖPNV の運営責任を包括的に各州政府に移管する地域化（Regionalisierung）
が模索された。しかしながら，政治の介入による悪影響が作用していたことな
─────────────────
⑼　Wachinger/Wittemann (1996), S. 21.
⑽　その他に，上下分離やオープンアクセスの導入もあった。この点，鉄道改革周辺の議論の展開や
鉄道改革の詳細は，藤崎（1998），堀（2000），Julitz（1998），ケスタ・青木（2002），桜井（1996），
Schwarz（1999），渡邉（2007b）を参照されたい。
⑾　主に都市及び郊外の交通需要に応じる公共鉄道輸送を指すが，それが明確でないときは，当該列
車において乗車距離が50km未満又は乗車時間が１時間未満の乗客が過半数を占めるものをいう
（一般鉄道法（Allgemeines Eisenbahngesetz）第２条第５項）。
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どを割り引いても，SPNV は国鉄のような鉄道経営のプロフェッショナルが運
営を行っても採算を確保することが難しかったのであるから，まして鉄道経営
のノウハウがない州政府にその運営責任を転嫁しようとする以上，地域化を推
進していた連邦政府に対して，州政府が強く反発したのは，けだし当然のこと
であった。
　このようにいうと，州政府は地域化に難色を示していたかのように思われる
が，必ずしもそうではない。かねてから，州内の ÖSPV に責任を負っていた
各州政府は，ÖPNV の地域化に関する法律を策定するよう主張していた⑿。各
州の意見を代表する立場にある連邦参議院は，地域化に際して，連邦政府との
間で財政調整があって然るべきであると主張したに過ぎないのである。
　そうはいっても，連邦政府としてみれば，連邦財政の負担の軽減を主たる目
的として地域化を導入しようとしていたのであるから，連邦参議院の要求を受
け入れることには消極的であった。事実，1993年１月，連邦財務省は，これま
で DB に支払っていた SPNV への補助金を翌年以降廃止する提案を行った⒀。
州政府以下，各自治体はこれに激しく抵抗し，のちにこの提案は撤回されたが，
ここに地域化に対する両者の見解の不一致がみられる。つまり，連邦政府が地
域化によって自らの財政支出を抑制しうる点を歓迎していたのとは対照的に，
州政府はそれによって利用者のニーズに即した ÖPNV サービスを効果的に提
供しうる点を評価していた。したがって，連邦参議院としては，地域化後に各
自治体の財政負担が増えることのないよう，連邦政府に対し，費用の完全なる
補償を求めて譲らなかった。
　実は，財政調整の問題以外にも，地域化後の鉄道インフラの所有権は連邦が
留保するのか，それとも州に移転するのかという点でも，連邦政府と州政府と
の間に争いがあった。連邦政府としては，インフラの所有権は鉄道改革によっ
─────────────────
⑿　桜井，前掲書 p.271．
⒀　ケスタ・青木，前掲書 p.26．
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て誕生する DB AG に移転することを想定していたが，一方の州政府は，依然
として連邦の所有と責任の下に置くことが妥当であると考えていた⒁。
　こうした理解の相違から，一時は鉄道改革そのものが暗礁に乗り上げるかに
思われた。しかし，前述の通り，再統一後の国鉄の経営は急速に悪化しており，
速やかに鉄道改革を実施しなければ，さらに深刻な事態を招く恐れがあった。
いかにして論争に折合いをつけるか，1993年６月から，連邦政府と連邦参議院
との間で集中的な議論が交わされた⒂。
　そうして，同年11月30日，ついに両者は最終的な合意に至った。結論を先取
りすると，おおむね連邦参議院の主張が通った格好である。すなわち，旧来か
ら運用されている GVFG に基づく連邦補助の他に，州は新たに地域化法に基
づく連邦補助を得ることになった。なお，地域化法に基づく連邦補助制度につ
いては，2. 2. 2節で詳しく検討する。また，地域化後のインフラの所有権につ
いても，実質的に州の意向が反映されたといってよい。それというのは，連邦
は連邦の鉄道（Eisenbahnen des Bundes）⒃の過半数を保有する旨，基本法第
87e条第３項に明文化されたからである。
　当初，連邦政府は１年間の猶予期間を設け，1995年１月１日より地域化を実
施するとしていた。この点に関しても修正が加えられ，さらに１年延期して
1996年から行われることとなった。
2. 2. 2　制度の概要
　旧国有鉄道の機構改革，とりもなおさず鉄道改革の一環として，1996年に地
域化が導入された。上述のように，地域化をめぐっては，連邦と州との間でコ
ンフリクトを生じたことから，地域化を規定する地域化法に，連邦から州への
─────────────────
⒁　ケスタ・青木，前掲書 p.28．
⒂　ケスタ・青木，前掲書 p.26．
⒃　連邦が全部又は過半数を所有する鉄道をいう（基本法第73条第6a号）。DB AG を指すと捉えて差
障りない。
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財政補助の枠組みが設けられた。
　地域化法は，正式には「公共近距離旅客輸送の地域化に関する法律」（Gesetz 
zur Regionalisierung des öffentlichen Personennahverkehr）という。その第
１条第１項は，住民に十分な ÖPNV の提供を行うことは生存配慮（Daseins-
vorsorge）であると謳い，ÖPNV を計画や組織及び資金調達の面で経済的に
強化することを求めている（第３条）。そのために，毎年，連邦の鉱油税収か
ら州に財政補助が与えられる（第５条第１項及び第２項）。その規模は，2008
年には66億7,500万ユーロであったが（同条第１項），翌年から2014年まで，毎
年，前年比1.5％相当額が増額されることになっており（同条第２項），したがっ
て今日では，年間，70億ユーロに迫る規模の財政補助が実施されている。そし
て，それは第５条第３項に定める比率に従って各州へ配分される。なお，地域
化法に基づく連邦補助は，特に SPNV のために支出されるべきである旨，第
６条第１項に規定されているが，各州の裁量で広く ÖPNV に支出されている
のが実情である。ただし，州には，毎年，連邦政府に使途を報告する義務が課
されていることから（第６条第２項），SPNV だけでなく，ÖPNV 一般に連邦
補助を支出することは，連邦も容認しているところであるといってよい。
2. 3　首都助成協定に基づく連邦補助制度
2. 3. 1　導入に至る経緯
　第二次世界大戦後，ドイツは列強をして分割統治された。そして，その後の
1949年，主権に一部制約を受けながらも，西側陣営によって分割統治されてい
た西ベルリンを含む西ドイツと東ドイツは，各々独自の道を歩み始めた。
　当時の西ドイツ首相アデナウアーの出身地であったからであるとか，あるい
はドイツ再統一を求める運動を絶やさないために，あえて首都としてふさわし
いとはいえない都市が選ばれたなど，さまざまに憶測されているが，西ドイツ
はライン河畔の大学都市ボンに暫定首都を置いた。暫定というのは，ドイツが
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再統一を果たしたあかつきには，ベルリンに遷都することが前提とされていた
のである。事実，連邦議会は1949，54，56，57年と，過去四度に渡って，統一
ドイツの首都はベルリンとするべき旨を決議している。
　それから半世紀を経た1990年10月３日，東西ドイツは再統一された。これに
伴って，ベルリンは連邦共和国の首都に返り咲いた。ドイツ再統一を規定する
統一条約（Einigungsvertrag）第１章第２条第１項が，ドイツの首都はベルリ
ンとすると定めていたからである。1991年６月20日には，連邦議会が事実上の
首都機能移転決議をし⒄，ベルリン遷都に向けた議論が始められた。
　1994年５月７日に施行されたいわゆるベルリン・ボン法（Berlin/Bonn-
Gesetz）⒅は，いわば首都機能移転に関する基本法である。全十条からなり，
首都機能移転に関わる原則を規定しているが，本稿との関係で特に重要である
のは第５条の規定である．ベルリン・ボン法第５条は，連邦のベルリンへの対
応として，同都市が連邦共和国の首都たる機能を確保するべく，連邦はベルリ
ンに対し財政補助を行うと定めている。
　周知のように，ベルリンは一都市でありながら東西に分断され，まさに冷戦
構造の縮図であった。その影響で，市内の交通網は寸断され，人々の往来も厳
しく制限された。また，西ベルリンと東独との境界付近は放置され，すっかり
荒廃していた。かつてのドイツ国議会（Reichstag）や中央官庁街は，まさに
東西の境界に所在していた。したがって，ボンからベルリンへ首都機能を移転
するにあたっては，大規模な投資が必要であった。そこで，ベルリンが統一ド
イツの首都として十分な機能を発揮しうるよう，ベルリン・ボン法で，連邦が
─────────────────
⒄　同日に採択された決議文「ドイツ統一の完成」（Vollendung der Einhait Deutschlands）の第３
項目に，「ドイツ連邦議会は，連邦政府がベルリンに政府機能の中核領域を移転することをもって，
連邦政府の政治的存在をベルリンにおいて保証することを期待する」と掲げられていることから，
本決議をもってベルリンへの首都機能の移転が決定されたと解されている。
⒅　正式には，「1994年４月26日のドイツ統一の完成のための1991年６月20日の連邦議会決議の実施
に関する法律」（Gesetz zur Umsetzung des Beschlusses des Deutschen Bundestages vom 20. Juni 
1991 zur Vollendung der Einheit Deutschlands vom 26. April 1994）という。
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ベルリンに財政補助を行うことが定められたのである。当該規定を根拠とし
て，首都助成協定に基づく連邦補助制度が措置された。
2. 3. 2　制度の概要
⑴　旧首都助成協定
　首都助成協定は，これまでに二度締結された。以下，まずは最初に締結され
た首都助成協定（以下「旧協定」という）の概要を検討する。
　旧協定は，連邦とベルリン州との間で1994年６月30日に締結された。財政補
助の客体は，連邦議会及び連邦政府所在地としてのベルリンの機能を充足する
ための措置と全国の代表機関であるベルリンが連邦の委任に基づいて遂行した
特別の任務である（第１条第１項）。なお，旧協定は第三者が行った措置にも
適用される（同）。具体的には，首都であることと関連を有する投資計画，特
に交通インフラの投資計画（第２条第２項第 a 号），文化施設及び行事（同項
第 b 号）並びに基本法第106条第８項に定める州の特別の負担の他，首都であ
ることとの関係で遂行する任務である（同項第 c 号）。ここに基本法第106条第
８項に定める州の特別の負担とは，連邦の命令に従って施設を整備した結果，
州又は市町村（市町村組合（Gemeindeverbände））にもたらされた超過支出
又は欠損をいう。基本法は，その負担を州に求めることができないときに限り，
連邦は州に対し必要な補償を行うとしており，旧協定の規定はこれに基づくも
のと解される。
　上述の事業に対して，1995年から2004までの10年間で，連邦の一般財源から
総額13億マルクの財政補助が支出される（第２条第１項）。このうち，第２条
第２項第 a 号に定める交通インフラへの配分については，第３条第１項が詳細
を規定している。それによると，州内の特定の交通インフラの整備のために10
億マルクの連邦補助が配分される。具体的なプロジェクトとして三つ列挙され
ており，それぞれ U バーン５号線アレクサンダー広場駅～レーアター駅（現
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中央駅）間，ティーアガルテン地下の道路用トンネル（ティーアガルテントン
ネル）⒆，S バーン４号線ヴェストエント駅～シェーンハウザーアレー駅～パ
ンコ駅間である⒇。それぞれ，2002年までに遅滞なくプロジェクトを完遂する
ものとして，２億9,500万マルク，３億5,500万マルク，３億５千万マルクの連
邦補助が工事の進捗に応じて給付される。なお，残りの３億マルクのうち，２
億４千万マルクが第２条第２項第 b 号に定める文化関連の支出に（第３条第
２項），６千万マルクが同項第c号に定める州の特別の負担に対する補償に各々
充当される（同条第３項）。いずれの連邦補助を利用する場合であっても，連
邦会計検査院（Bundesrechnungshof）の検査を受けることが義務づけられて
いる（第２条第４項）。
⑵　新首都助成協定
　旧協定に基づく連邦補助は，1995年から2004年までの時限的な措置であった
（第７条）。しかし，引き続き財政補助を実施し，もってベルリンに投資する必
要があった。そこで，2007年11月30日に連邦とベルリン州，もっといえば連邦
財務相及び連邦政府文化・メディア委員（Beauftragten der Bundesregierung 
für Kultur- und Medien）とベルリン市長との間で「ベルリンの首都機能に由
来する文化に対する助成及び連邦の首都の特別の負担の補償に関する協定」
（Vertrag über die aus der Hauptstadtfunktion Berlins abgeleitet Kulturfinan-
zierung und die Abgeltung von Sonderbelastungen der Bundeshaptstadt）が
─────────────────
⒆　文字通り，ティーアガルテンの地下を走る全長2.4kmの自動車専用トンネルで，都心の交通負荷
を軽減することを目的としている（ベルリン州政府官房（Senatskanzlei）ウェブサイト（www.ber
lin.de/rbmskzl/rathausaktuell/archiv/2006/03/26/37256/）; ベルリン州政府都市開発局（Senatsver-
waltung für Stadtentwicklung）ウェブサイト（www.stadtentwicklung.berlin.de/aktuell/pressebo
x/archiv_volltext.shtml?arch_0603/nachricht2208.html））（2010年12月６日アクセス。以下，ウェ
ブサイトへのアクセス年月日は同じ。）
⒇　その後，運行系統が再編され，現在，ヴェストエント駅～シェーンハウザーアレー駅間では環状
線（Ringbahn）内回りの41号線と同外回りの42号線が，またシェーンハウザーアレー駅～パンコ
駅間では８号線及び９号線が各々運行されている。
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結ばれた。いってみれば，首都助成協定が更新されたのである。ついては，当
該協定を「新協定」ということにしよう。以下で，新協定によるベルリンへの
連邦補助の制度分析を行う。
　新協定は三編構成を採っている。第一編「全国の代表機関及び文化に対する
助成」（Gesamtstaatliche Repräsentation und Kulturfinanzierung）は，特定の
文化財団への補助を継続するであるとか（第１条），国立歌劇場に補助金を与
えるなど（第２条），その名の通り，文化への助成を規定している。本稿と関
わ り が 深 い の は， 第 二 編「 州 の 特 別 の 負 担 」（Sonderbelastungen des 
Landes）である。交通に直接言及している条文は第７条のみであるが，同条
は U バーン５号線の延伸措置について規定している。第１項は，中央駅～パ
リ広場（現ブランデンブルク門駅）間の開業とパリ広場～アレクサンダー広場
間のミッシングリンクの解消のため，旧協定第３条に定められていた財源のう
ち，未使用の財源は今後も使用可能であると規定している。そして，第２項は，
ベルリン州がベルリン運輸公社（Berliner Verkehrsbetriebe, BVG）にパリ広
場～アレクサンダー広場までの区間の建設を委託したことを連邦として承認す
るとともに，当該区間の建設は，シュロス広場のフンボルトフォーラムの建設
と時間的に調整した上で，遅くとも2010年に着工し，2020年に開業すると規定
している。旧協定では，アレクサンダー広場駅～中央駅間の延伸は2002年まで
に完了するものとされていたが，その見込みがないことから，連邦政府は遅く
とも2006年に開業することを目指して計画を進めていた21。ところが，大量の
地下水と漂石のため，予想外の難工事となり22，そのスケジュールも難しく
なったことから，新協定に引き継がれた。なお，U バーン５号線の延伸措置と
並んで財政補助を受けていた他のプロジェクト，すなわちティーアガルテント
ンネルの建設と S バーン４号線の整備は，すでに完成している。
─────────────────
21　Berliner Zeitung vom 08. Juli 2000.
22　Berliner Zeitung vom 08. August 2009.
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　新協定は，以上の内容で2008年１月１日ないし2017年12月31日まで効力を有
する（第10条第１項）。ただし，状況次第では，連邦とベルリン州が協定の内
容を見直すことを妨げない（同条第２項）。
2. 4　州政府による財政補助制度
　首都助成協定に基づく連邦補助制度以外に，ベルリン州でのみ運用されてい
る公的補助制度がもう一つある。それは，ベルリン州が自らの予算で行ってい
る財政補助制度である。
　ここで，ベルリン州を含む各州の州財政の内訳を概観する。基本法第106条
は，連邦，州及び市町村にいずれの税収が専属し又は帰属するか定めているが，
同条第２項は，州に専属する税収として，次の五つを掲げている。すなわち，
第１号　財産税，
第２号　相続税，
第３号　 取引税（Verkehrsteuern）（ただし，第106条第１項所定の連邦に専
属する税目並びに同条第３項所定の連邦及び州の双方に帰属する税目
は除く），
第４号　ビール税，
第５号　賭博場の課税（Abgabe von Spielbanken），
である。第３号の取引税であるが，同条第１項第３号は，自動車交通手段に係
る 他 の 取 引 税（sonstige auf motorisierte Verkehrsmittel bezogene Ver-
kehrsteuern）は連邦に専属すると規定している。
　一方，同条第３項は，原則的に連邦と州の両者に帰属する税収として，以下
のものを列挙している。それは，
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①　所得税，
②　法人税，
③　売上税，
の各税である。ただし，所得税収は，同条第５項の規定に従って市町村にも帰
属する場合があり，売上税収は，同条第5a 項の規定に基づいて一部が市町村
に帰属する（同条第３項第１文）。所得税収及び法人税収は，連邦と州とで折
半され，このうち所得税収に関しては，その後，必要に応じて州から市町村に
一部が委譲される（同項第２文，第５項第１文）。残る売上税収の配分ルールは，
連邦法によって別途規定される（同条第３項第３文）。
　以上より，ベルリン州をはじめとする各州の州財政は，税収が州に専属する
財産税，相続税，所定の税目を除く取引税，ビール税，賭博場の課税の各税収
と，連邦との間で二等分された所得税収のうち，市町村に委譲されなかった部
分，同じく連邦と折半された法人税収，そして売上税収の一部で構成されてい
る。ベルリン州では，その中から，州政府の裁量で州内の ÖPNV に財政補助
が支出されており，2010年には３億7,190万ユーロが支出されている。なお，
具体的な支出項目については，次の第３節で論ずる。
３．公的補助制度の活用状況
3. 1　概況
　第２節では，ベルリン州内の ÖPNV がいかなる公的補助制度によって財政
的に支えられているか，各制度の展開と概要をレビューした。しかし，2. 1項
で取り上げた解消法に基づく連邦補助制度や2. 2項で検討した地域化法に基づ
く連邦補助制度は，ベルリン州内を運行する ÖPNV だけでなく，ドイツ国内
のすべての ÖPNV に関係している。したがって，もちろんベルリン州におけ
る ÖPNV とも関連を有するが，他の州のそれにも共通する一般的な言及も多
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かった。そこで，本節では，もっぱらベルリン州の ÖPNV に焦点を絞り，各
公的補助制度が同州において具体的にどのように活用されているか，ベルリン
州政府都市開発局，州内の S バーンを運行しているベルリン S バーン（S-Bahn 
Berlin）及びその他のモードを運行している BVG への取材や内部資料，そし
てこれに基づいた現地調査によって検討する。
　まず，ベルリン州の ÖPNV における公的補助制度の活用状況を概観する。
ベルリン州で運用されている ÖPNV に対する公的補助制度には，解消法に基
づく連邦補助制度，地域化法に基づく連邦補助制度，首都助成協定に基づく連
邦補助制度の各連邦補助制度に加えて，ベルリン州が主体となって実施してい
る財政補助制度の四つの枠組みが存する。では，2010会計年度において，それ
ら公的補助は具体的にどのようにベルリン州の ÖPNV に配分されているので
あろうか。それを示したものが図２である。
　そして，支出項目ごとの財源の構成は，図３に示す通りである。
図２　各公的補助の配分内訳（2010会計年度）
注１　単位は百万ユーロである。
注２　ÖSPVの運営費補助の中には，路面電車の車両の調達コストの
1,630万ユーロが含まれている。
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　図３で興味深いことには，ÖSPV の運営費補助は，地域化法に基づく連邦補
助制度と州財政からの財政補助制度の二つの枠組みから支出されているのに対
して，地域列車や S バーンの運営費補助は，もっぱら地域化法に基づく連邦
補助制度から支出されている。これは，地域化法に基づく連邦補助の目的拘束
と関わりがある。地域化法に基づく連邦補助は，特に SPNV に支出されるべ
き旨，地域化法が規定していることはすでに述べた。結局，当該規定の趣旨は，
地域化法に基づく連邦補助は SPNV の運営費補助として優先的に配分し，残
部を ÖPNV 全般に配分するべきであるということなのである。ベルリン州の
場合，地域列車及び S バーンが SPNV にあたる。そういうわけで，図３にお
いて，地域列車及び S バーンの運営費補助の財源は，地域化法に基づく連邦
補助一色となっており，反対に ÖSPV の運営費補助のそれは，地域化法に基
づく連邦補助から SPNV の運営費補助が控除された残部と州財政からの補助
図３　支出項目ごとの財源の構成（2010会計年度）
注　ごく小さい割合であるため，グラフから読み取ることは困難であるが，Sバーンの資
本費補助には，州財政から130万ユーロが投じられている。また，管理（Regieleistung）
費の250万ユーロは，全額が地域化法に基づく連邦補助から支出されている。
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の二色で表されている。その他にも，首都助成協定に基づく連邦補助は，使途
が特定のプロジェクト，すなわち U バーン５号線の延伸措置に限定されてい
るために，ÖSPV の資本費補助として以外には支出されていない。
　公的補助をいかなる支出項目にどれだけ配分するかは，州議会が制定した州
の予算法によって規定されている。予算法は，制度ごとの制約を踏まえて補助
金の配分を規定しているのである。
　図２及び３より，ベルリン州の ÖPNV に対する公的補助制度の活用状況の
アウトラインが見て取れる。すなわち，2010会計年度にベルリン州の ÖPNV
に配分されている公的補助の総額は８億380万ユーロである。その構成は，解
消法に基づく連邦補助が4,660万ユーロ23，地域化法に基づく連邦補助が３億
7,450万ユーロ，首都助成協定に基づく連邦補助が1,080万ユーロ，州の一般財
源からの財政補助が３億7,190万ユーロである。
　総額８億380万ユーロの公的補助から，地域列車の運営費補助として，オペ
レーターである DB AG の子会社 DB24レギオ（DB Regio）に4,990万ユーロが，
S バーンには２億3,640万ユーロの運営費補助と1,440万ユーロの資本費補助が
各々支出されている。一方，ÖSPV には４億230万ユーロの運営費補助と9,830
万ユーロの資本費補助が支出されている。ただし，図２で注記したように，
ÖSPVの資本費補助の中には，路面電車の車両を調達するためのコストの1,630
万ユーロが含まれている。したがって，正味のÖSPVの運営費補助は３億5,240
万ユーロということになる。そして，残額の250万ユーロは管理費である。
　S バーンと ÖSPV に配分された各種公的補助は，具体的にどういったプロ
─────────────────
23　なお，これとは別に，自転車専用レーンや視覚障害者用信号機の整備など，道路関連のプロジェ
クトに1,010万ユーロが配分されている。ところで，解消法第４条第３項は，ベルリン州へは総額
の3.723811％相当額を配分すると規定している。同法に基づく連邦補助の総額は13億3,550万ユーロ
で一定であるので，計算上，ベルリン州へは4,970万ユーロ余りしか配分されないはずである。こ
の点，実績額には GVFG に定める連邦プログラムのための財政補助が含まれていることによる相
違であると思われる。
24　ここでいう DB は，Deutsche Bahn の略称である。以下，同様である。
311
138 早稲田商学第 426 号
ジェクトに配分されているのであろうか。3. 2項以降でみていきたい。なお，
DB レギオが運行する地域列車は州をまたいで運行しており，あくまでベルリ
ン州内を運行する ÖPNV に限定して検討する本稿の趣旨と相容れない面があ
る。しかも，S・U バーン，路面電車及びバスには，運営費補助に加えて資本
費補助が支出されているが，地域列車に対しては，運営費補助しか支出されて
いない点でも，地域列車を上記の四つのモードと同列に扱うことには違和感を
覚える。ついては，本稿では地域列車は捨象する。
3. 2　Sバーンにおける活用状況
3. 2. 1　運営費補助
　州内の S バーンを運行しているベルリン S バーン社に対しては，2010会計
年度の運営費補助として，総額２億3,640万ユーロが支払われている。これは，
ベルリン州が同社に S バーンの運行を委託する際の契約によって定められた
金額で，全額が S バーンの運行経費の補償に充てられている。実は，ベルリ
ン S バーン社の営業報告書は非公開とされており，同社の詳細な経営状況は
不明である。しかしながら，運賃収入があるにも関わらず，ベルリン州からこ
れだけの規模の運営費補助を受けている──もっというと，そのようにしなけ
れば成り立たない──ことからして，州内の S バーンは運賃収入のみでは輸送
コストをカバーできない状況であることは自明である。
3. 2. 2　資本費補助
　一方，2010会計年度にSバーンに投じられた資本費補助は，総額1,440万ユー
ロである。ただし，それはベルリン S バーンに支払われているのではなく，
DB AG に支払われている。ベルリン S バーンはオペレーション会社であり，
インフラの所有者は親会社の DB AG であるからである。
　それでは，ベルリン州と DB AG との間の契約に基づいて支出されている
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1,440万ユーロの資本費補助は，具体的にどのようなプロジェクトに配分され
ているのであろうか。それを示したものが図４である。2010会計年度には１千
万ユーロが投じられて整備が継続されている新線とは，21号線のことである。
S バーン21号線は，環状線北側回廊の結節点であるゲズントブルネン，ヴェス
トハーフェン両駅と中央駅とを結ぶ路線である（図５）。21号線の整備によっ
て，環状線北側の結節点から中央駅までの所要時間が大幅に短縮される。その
結果，S バーンの利用者が増え，運賃収入も増えるとして期待されている。
　駅の改良には40万ユーロが配分されているが，これは東西線25ワルシャワ通
り駅の改良工事のための前払支出である。また，400万ユーロをかけて実施さ
れている駅の出入口の新設等の成果は，たとえば環状線のホーエンツォレルン
ダム駅で確認することができる（写真１）。
─────────────────
25　現実に「東西線」と呼称されているわけではなく，あくまで便宜的な表記である。具体的な路線
名でいうなら，５，７，９及び75号線の一部区間である。
図４　Ｓバーンの資本費補助の内訳（2010会計年度）
注　単位は百万ユーロである。
駅の改良　0.4
駅の出入口の新設等　4
新線の整備　10
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図５　Ｓバーン21号線
注　黒い破線によって示してある。
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ヴェストクロイツ ツォー
フリードリヒ通り
アレクサンダー広場
ゲズントブルネン
ベルリン東駅
ズュートクロイツ
中央駅
ポツダム広場
ヴェストハーフェン
シェーネベルク
ワルシャワ通り
2010年５月23日，筆者撮影。
写真１　ホーエンツォレルンダム駅に新設された出入口
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3. 3　ÖSPVにおける活用状況
3. 3. 1　運営費補助
　ベルリン州内で ÖSPV を運行する BVG には，2010会計年度に総額４億230
万ユーロに及ぶ運営費補助が配分されている。その内訳を表したものが図６で
ある。
　ここで，図６について若干の補足が必要であるように思われる。まず，運輸
契約とは，ÖSPV を含む州内の ÖPNV の運営責任を負担しているベルリン州
と交通事業者──この場合は BVG である──との間の運行委託契約である。
つまり，ベルリン州が一定の量及び質の ÖSPV サービスの提供を BVG に発注
し，同社が実地に，しかも独占的にサービスを提供する仕組みになっている26。
この運輸契約に基づいて，２億５千万ユーロが ÖSPV の運行経費の補償とし
て支払われている。次に，通学輸送補助や障害者輸送補助はよいとして，福祉
乗車券であるが，福祉乗車券は原語では „Sozialticket“と表記される。かつては，
─────────────────
26　Geschäftsbericht 2008 der BVG, S. 32.
図６　 ÖSPVの運営費補助の内訳（2010会計年度）
注　単位は百万ユーロである。
障害者輸送補助　23.4
福祉乗車券補助　12
年金負担　7.9 路面電車の車両の調達　16.3
通学輸送補助　64.7
運輸契約（Verkehrs-
vertrag）に基づく補助
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「ベルリンチケット S」（Berlin-Ticket S）の名称で，2009年１月からは「ベル
リンパス」（berlin pass）の名称で販売されている27。価格は33.5ユーロで，購
入した月の前月最終日の０時から翌月１日の24時まで，ベルリン市内の
ÖPNV に乗車することができる28。ベルリンパスは，失業手当 II（Arbeitslo-
sengeld II）を受給している失業者等，一定の要件を満たす市民に無償交付さ
れている29。
　ところで，当該支出項目は，本来的には資本費補助に分類されるべきである
が，路面電車の車両の調達のために1,630万ユーロが配分されている。ベルリ
ン州では，今日も旧式の車両が多数運行されていて，それらを新型の車両に更
新している最中である。新型車両は，低床仕様であるなど，バリアフリーに配
慮した設計になっている。バリアフリー化は社会的要請であると同時に，公共
交通の魅力を高め，旅客を誘致する重要な施策である。
　安全，可能の限り低廉な運賃，定時性など，公共交通に望まれることはさま
ざまあるが，特に自家用車との競争を念頭に置いたときに最も重要であるの
は，自家用車の最大のメリットである door to door の利便性にいかに対抗する
かであろう。この点，中村（2002）は，公共交通はシームレス（seamless）を
志向することで魅力が高まるという。シームレスとは，「継ぎ目のない」といっ
た意味であるが，その趣旨は，公共交通に特有の「連続性の分断要因」をでき
る限り排す，それが困難であるなら小さくすることが，公共交通の利便性を増
進することにつながるというものである。
　連続性の分断要因というのは，たとえば乗換えを引合いに出すと分かりやす
い。自家用車で移動する場合，途中で車を乗り換える必要が生じることはまず
あり得ない。出発地から目的地まで，同じ車に乗っている。その意味で，当該
─────────────────
27　BVG ウェブサイト（www.bvg.de/index.php/de/131551/name/Berlin-Ticket+S.html）。
28　BVG ウェブサイト（www.bvg.de/index.php/de/131551/name/Berlin-Ticket+S.html）。
29　BVG ウェブサイト（www.bvg.de/index.php/de/131551/name/Berlin-Ticket+S.html）。
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トリップは分断されておらず，最初から最後まで連続しているといえる。対す
る公共交通の場合，利用者は往々にして途中で乗り換えなければならない。そ
の際，現在乗車している列車なりバスを一旦降車し，乗り場を移り，そこで乗
継便を待つ必要があるが，こうしてトリップは分断され，連続性を失う。公共
交通は，連続性を分断する要因を可能の限り最小化し，まさにシームレスな移
動を実現することで，自家用車の door to door の利便性に対抗しうるという。
　中村は，シームレスには四つの基準があるとしている。それぞれ，
①　物理的シームレス，
②　経済的シームレス，
③　時間的シームレス，
④　心理的シームレス，
この四つである。
　物理的シームレスとは，主にハード面のシームレスを指している。たとえば，
高架駅から地下鉄に乗り換えるような場合，利用者は相当の上下移動を強いら
れる。エレベーターやエスカレーターの設置は，上下移動の負担を緩和する点
で物理的シームレスの具体策といってよい。先の低床バリアフリー仕様の路面
電車の導入も，この物理的シームレスに分類される。
　経済的シームレスは，乗り換える度に切符を購入しなくてもよいものとす
る，あるいは乗り換える度に初乗り運賃を徴収されないようにするといったこ
とを通じてもたらされる。わが国の IC 乗車券 PASMO はその一例である。
　続く時間的シームレスは，利用者の時間的ロスを最小限にとどめる工夫をい
う。たとえば，路線間又はモード間であらかじめダイヤが調整されていれば，
スムーズに乗換えができる。
　最後の心理的シームレスは，物理的・経済的・時間的シームレスを補強し，
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ビジターが容易に乗継ぎできる施策を指す。言い換えれば，乗継時に利用者に
安心感を与える施策である。
3. 3. 2　資本費補助
　資本費補助としては，2010会計年度の実績で9,830万ユーロが配分されてい
る。その内訳は図７に掲げる通りである。
　ÖSPVの資本費補助の内訳を順にみると，まずUバーンの新線の整備に2,500
万ユーロが配分されている。これは，いうまでもなく５号線の延伸措置のこと
である。計画の概略についてはすでに触れたが，途中，連邦議会を経由してア
レクサンダー広場駅～中央駅間を整備するというもので，2009年８月に中央駅
～ブランデンブルク門駅間が55号線として先行開業した（写真２）。当該事業
は連邦の利益のために行われることから，首都助成協定に基づいて，連邦の一
般財源から別途の財政補助が講じられている。首都助成協定では，未開業のブ
ランデンブルク門駅からアレクサンダー広場駅までの区間は，2010年中に着工
し，2020年までに完成すべきものとされているが，BVG では，2016年１月に
図７　 ÖSPVの資本費補助の内訳（2010会計年度）
注　単位は百万ユーロである。
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アレクサンダー広場駅の次駅となるベルリン市庁舎駅を，そして翌年６月には
ミッシングリンクにウンターデンリンデン駅及び博物館島駅をそれぞれ段階的
に開業して，一連の整備を完了することにしており，ベルリン市庁舎前では駅
の建設が進められている（写真３）。
2010年５月23日，筆者撮影。
写真２　Uバーン55号線
2010年５月23日，筆者撮影。
写真３　ベルリン市庁舎駅の建設現場
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　U バーン５号線の延伸に関しては，現在，55号線として部分開業している中
央駅～ブランデンブルク門駅間，所要時間わずか３分の区間の整備に３億２千
万ユーロもの巨費が投じられた30。大量の地下水や漂石への対応で，予想以上
の難工事となったことが原因であるが，専門家からは痛烈な批判が浴びせられ
ているところである31。ブランデンブルク門駅から先，アレクサンダー広場駅
までの区間を完成させるためには，さらに４億3,300万ユーロのコストが必要
であるという32。ベルリン鉄道利益共同体（Interessengemeinschaft Eisen-
bahn Berlin），緑の党（Die Grünen）及び民主社会党（PDS）は，アレクサン
ダー広場からツォー駅まで路面電車を敷設したほうが，１億５千万マルク（約
7,670万ユーロ）も安く済んでいたとして，５号線の延伸措置は無駄であると
評している33。
　確かに，特にアレクサンダー広場駅～ブランデンブルク門駅間についてみる
と，数百メートルを隔てて U バーン２号線や S バーン東西線が並行して走っ
ている。しかも，図８が示しているように，ストライキによる影響がみられる
2008年及び2009年を除き，U バーンの輸送実績はこの10年間でほぼ横ばいであ
る。ブランデンブルク門駅構内には，〈壁〉による東西分断や〈壁〉の崩壊と
再統一についての常設展示があって（写真４），55号線もブランデンブルク門
と同じように，ある種の統一の象徴として捉えられている節があるように感じ
られる。
　U バーンに対しては，線路施設の改良のために，さらに2,190万ユーロが支
出されている。資料１は，線路施設の近代化計画の概要である。モノクロで出
─────────────────
30　Der Tagesspiegel vom 05.08.2009; Spiegel Online vom 08.08.2009 (www.spiegel.de/reise/staedt
e/0,1518,641213,00.html).
31　Spiegel Online vom 08.08.2009 (www.spiegel.de/reise/staedte/0,1518,641213,00.html).
32　Der Tagesspiegel vom 05.08.2009; Spiegel Online vom 08.08.2009 (www.spiegel.de/reise/staedt
e/0,1518,641213,00.html).
33　Berliner Zeitung vom 08. Juli 2000.
320
147ドイツ・ベルリン州における公共近距離旅客輸送の現況と課題
図８　 ÖSPVの輸送実績の推移
出典　Geschäftsbericht 2004 der BVG, S. 18; Geschäftsbericht 2009 der BVG, S. 25より筆者
作成。
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2010年５月23日，筆者撮影。
注　ここには，ベルリンの壁崩壊から再統一にかけての当時の３人の為政
者の言が記されている。上から，ブッシュ，レーガン，ミッテランの言
である。この他にも，ウルブリヒトやブラントら〈壁〉建設前後の為政
者や，ホーネッカー，ゴルバチョフ，ヴァイツゼッカー，コールの言も
掲げられている。
写真４　Uバーン55号線ブランデンブルク門駅構内の常設展示
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力されているので，見分けがつかないが，実際には青（凡例上）と緑（同中）
と赤（同下）の３色で表されていて，青の線は2009年９月時点で近代化が完了
している区間を，緑の線は同時点において進行中の区間を，赤は計画段階にあ
る区間を各々示している。U バーンの線路施設は近代化が進んでいるものの，
将来的に近代化を要する区間が依然として残されていることが分かる。BVG
では，工事期間中はバスによる代替輸送を用意して U バーンの線路施設の近
代化に取り組んでいる（資料２）。
　さて，路面電車への配分についてみると，新線の整備に1,510万ユーロが配
分されている。写真５は，中央駅の北口に面するインヴァリーデン通りで行わ
れている新線建設のための予備的な工事の様子である。これは，現状では U
バーン６号線の自然博物館駅まで運行されている路面電車を１km余り延伸し
て中央駅に接続するプロジェクトで，2011年の完成を目指して工事が進められ
ている。Uバーン６号線は中央駅に接続していないので，新線の開業によって，
出典　BVG 提供。
資料１　Uバーンの線路施設の近代化計画の概要
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出典　plus_05, S. 17.
資料２　Uバーンの線路施設の近代化工事に伴う代替輸送の案内
2010年５月25日，筆者撮影。
写真５　路面電車の新線建設に向けた予備工事の現場
323
150 早稲田商学第 426 号
路面電車でダイレクトに中央駅にアクセスすることができるようになる。新線
の整備については，現在，複数の路線で進行中であり，他にも，たとえばベル
リンの南東部を運行する60番及び61番で，S バーンのアドラースホーフ駅から
先の区間を延伸する工事が実施されている。
　続いて，路面電車の線路施設の改良のために2,070万ユーロが配分されてい
る。資料３は，路面電車の線路施設の近代化計画をまとめた概略図である。こち
らも，モノクロ出力のため見分けがつかないので，以下で計画の全容を概観す
る。凡例の一番上は，実際には緑で表されていて，1990年から2008年の間に完全
に近代化された線路施設を示している。その下は，実際には黄緑で表されてお
り，同じく1990～2008年に部分的に近代化された線路施設を意味している。次
の F と二桁の算用数字で表されている箇所は，数字の年に架線（Fahrleitung）
出典　BVG 提供。
資料３　路面電車の線路施設の近代化計画の概要
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が取り替えられた区間である。その下の凡例は，実際には赤で，2009年ないし
2013年までに，さらにその下の凡例は，実際には黄で，2014～20年までの間に
近代化が必要とされる線路施設をそれぞれ意味している。凡例の一番下は，実
際には青で表されていて，2010年以降に新たに近代化される線路施設である。
　資料３をみるに，路面電車の線路施設の近代化はおおむね済んでいるようで
ある。近代化措置が行われた区間では，停留所や軌道周辺の舗装が新しくなっ
ている（写真６）。その一方で，今後，近代化が必要な区間もかなりみられる。
東ドイツ政府がインフラへの投資を怠ったつけ
4 4
は，今日も完済していないので
ある。
　そして，バスの表定速度の向上措置には600万ユーロが配分されている。具
体的な投資としては，コンピュータ運行管理システム（Rechnergestütztes 
Betriebsleitsystem, RBL）の導入が挙げられる。ここに RBL とは，各車に
GPS 対応の小型の専用機器（写真７）を取りつけ，指令センターで運行状況
をモニターし，必要に応じて信号を操作して運行状況を調整するシステムで，
2010年５月23日，筆者撮影。
写真６　近代化された路面電車の線路施設
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2002年初めに路面電車及びバスに導入された34。RBL を導入することで定時性
が高まり，他のモード又は路線との連絡がより正確になり，もって旅行時間が
短縮するという35。先述のシームレスの議論でいうと，RBL は時間的シームレ
スの一例といってよい。なお，RBL は GVFG に基づく連邦補助制度から４千
万ユーロの助成を受けて開発された36。
　RBL は „DAISY“ なるシステムの根幹にもなっている。DAISY は，Dyna-
mische Auskunfts- und Informationssystem（リアルタイム案内・情報システ
ム）の略称で，具体的には，写真８のような接近中のバスの系統番号，行き先
及び当停留所に到着するまでの所要時間を表示した電光掲示板である。
DAISY に表示される情報は，RBL で集約された運行状況に関する情報をもと
にしている。したがって，単に時刻表に基づく情報を表示しているだけでなく，
─────────────────
34　BVG ウェブサイト（www.bvg.de/index.php/en/17170/name/Technology/article/75387.html）。
35　BVG ウェブサイト（www.bvg.de/index.php/en/17170/name/Technology/article/75387.html）。
36　BVG ウェブサイト（www.bvg.de/index.php/en/17170/name/Technology/article/75387.html）。
2010年５月25日，筆者撮影。
写真７　RBL の車載器
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遅延など，運行状況に何らかの問題が発生しているときはそれも反映される37。
DAISY が存在することによって，利用者は現在の正確な運行状況を把握する
ことができる38。その意味で，DAISYは心理的シームレスに資するものである。
写真８はバス停留所に設置されたものであるが，DAISY は U バーンのホーム
や一部の路面電車停留所にも導入されている。
　最後のバリアフリー化であるが，U バーンではバリアフリー化を含む駅の近
代化が推進されている。資料５で，白抜きの丸印が付された駅は，2009年９月
の段階で近代化工事が進行中の駅である。また，塗りつぶされた丸印が付され
た駅は，これから近代化が必要とされる駅である。線路施設の近代化や RBL
等の先進技術の導入と比べると，駅の近代化は課題が多いように見受けられ
る。
2010年５月23日，筆者撮影。
写真８　DAISY
─────────────────
37　BVG ウェブサイト（www.bvg.de/index.php/en/17170/name/Technology/article/75494.html）。
38　BVG ウェブサイト（www.bvg.de/index.php/en/17170/name/Technology/article/75494.html）。
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４．ベルリン州におけるÖPNVの現況と課題
4. 1　ÖPNVを取り巻く経営環境と公的補助制度
　冒頭で述べたように，ドイツでは国内交通市場で MIV が選好されており，
各地の ÖPNV は独立採算では存続することができない。このことはベルリン
州にも妥当する。表１は，州内の ÖSPV の運行を行っている BVG の2009年の
営業実績である。BVG では，2008年にストライキが発生し，同年に輸送実績
を大きく落とした（図８参照）。その反動もあって，2009年は輸送実績が復調
し（同），運賃収入が増加したが，それでも運賃収入で輸送コストを償うこと
はできず，州政府との運輸契約に基づく財政補助を入れても経常損失を計上し
ている。こうした状況は，少なくとも営業報告書によって振り返ることのでき
る2002年から続いている。営業報告書が非公開とされている関係で，S バーン
の運行を行っているベルリン S バーン社の詳細な経営実績は不明であるが，
出典　BVG 提供。
資料５　Uバーンの駅の近代化計画の概要
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ÖSPV が赤字である一方で S バーンが黒字であるとは考えられない。現に，ベ
ルリン S バーンには，2010会計年度の実績で２億ユーロを超える巨額の運営
費補助が支出されている。したがって，S バーンも運賃収入で輸送コストを償
うことはできないものと想像される。
　厳しい経営環境の下にあるベルリンをはじめとするドイツ国内各地の
ÖPNV が，一定水準以上の輸送サービスを提供するためには，何らかの助成
措置が必要である。そこで，連邦及び州は，ÖPNV に対する手厚い公的補助
制度を設けている。第３節では，各種公的補助制度がベルリン州においていか
に活用されているか，関係機関への取材や内部資料及び筆者の現地調査をもと
に検討した。そこから，今日のベルリンの ÖPNV の現況と課題を分析したい。
4. 2　ベルリン州のÖPNVの現況
　第３節での検討を通じて，ベルリン州における ÖPNV に対する各種公的補
助制度の活用状況には，いくつかの特徴があることが分かる。第一に，運営費
補助の占める割合が大きいことである。Sバーンには，2010会計年度の実績で，
運営費補助と資本費補助，合わせて２億５千万ユーロ余りの補助金が投じられ
表１　BVGの営業実績（2009年）
（単位：百万ユーロ）
費　　用 収　　益
材料費（燃料費等） 339.824 運賃収入 524.861
人件費 511.357 州政府からの財政補助 282.674
減価償却費 204.537 その他 273.251
その他 92.115 経常損失 67.047
1147.833 1147.833
注　 　運賃収入及び州政府からの財政補助で輸送コストをカバーできない実情を浮き彫
りにするため，表中に掲げた以外の費用及び収益，たとえば賃貸料や広告収入等は，
すべて「その他」に繰り入れてある。詳細は下記出典を参照されたい。
出典　Geschäftsbericht 2009 der BVG, S. 51, 68‒71より筆者作成。
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ているが，このうち運営費補助は２億3,640万ユーロと，S バーンに配分された
補助金全体の実に94％を占めている。ÖSPV にしても，同会計年度に BVG に
配分された補助金の８割は運営費補助である。州内の交通事業者の赤字体質が
改めて露呈した格好である。
　第二に，資本費補助の内訳をみるに，中央駅へのアクセスの改善が課題と
なっていることである。S バーンでは，環状線北側回廊の結節点と中央駅とを
結ぶ21号線の建設が進められ，U バーンでは５号線の延伸工事が継続されてい
る。また，路面電車でも中央駅と接続する路線が整備されている。中央駅は
2006年に設置されたばかりであることから，目下，ÖPNV の各モードで中央
駅との接続措置が実施されている。
　第三に，冷戦時代に分断されていたネットワークの復旧はほぼ完了したもの
の，インフラの近代化が今日なお続けられていることである。これは，一つに
は，ベルリン州の ÖPNV は歴史的に長い伝統を持ち，したがってとりわけ S・
U バーンのインフラが古いことによるところが大きい。S バーンの主要ネット
ワークは，市街を外周する環状線と環状線内を東西に貫く東西線及び東西線と
都心で接続しつつ，ベルリン市街を縦断する南北線39の３路線で構成されてい
るが，このうち最も古い環状線は1877年に，最も新しい南北線も1939年に建設
されたものである。また，ベルリンで初めての──ドイツでも初めての── U
バーンである現１・２号線の一部区間は，1902年に開業したものである。その
後，第二次世界大戦前までに U バーンのネットワークは今日と比べて遜色な
い水準に整備された。そして，今一つには，かつての東ドイツ政府がインフラ
投資に対して不作為の姿勢をとっていたことによるところが大きい。インフラ
の近代化は，一朝一夕には完了しないように思われるが，RBLやDAISYといっ
た新技術の導入とあわせて推し進められている。
─────────────────
39　東西線と同様，こちらも便宜的な表記である．今日の１，２，そして25号線の一部区間にあたる。
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　つまり，ベルリン州を運行する ÖPNV の現況として，次の３点が指摘され
うる。まず，少なくとも現在のサービス水準を前提とした場合，独立採算では
存立し得ないということである。次に，ネットワークの寸断といった東西分断
による ÖPNV への直接的な影響は，ほぼ除去されているということである。
ただし，間接的な影響の除去は，依然として懸案となっている。たとえば，現
在，各モードで中央駅へのアクセスの改善が図られているが，2006年までベル
リンに中央駅が存在しなかったのは，東西分断のためであるし，とりわけ軌道
系で線路施設の近代化が急務とされているのは，線路施設が古いことも然るこ
とながら，戦後の東西分断が近代化の妨げになったためである。
4. 3　ベルリン州のÖPNVの課題
　今日のベルリン州の ÖPNV は，運賃収入で輸送コストをカバーできないこ
と，そして東西分断による間接的な影響として，中央駅へのアクセスの改善や
軌道系の線路施設の近代化といった問題を抱えている。これに対して，連邦及
び州は，巨額の財政補助制度を運用している。
　この点，わが国的視点からは，巨額の公的補助が当地の ÖPNV の運営を非
効率ならしめているように見受けられる。確かに，ベルリン州内を運行する
ÖPNV は，いずれのモードも歴史的に長い伝統があり，したがって特に S・U
バーンのインフラが古い。しかも，第二次大戦後の東西分断と再統一という特
異な事情もあるので，インフラ整備において，同州の ÖPNV が多額の財政補
助を必要としているのは無理からぬことであろう。しかし，たとえば U バー
ン５号線の延伸措置は本当に必要であるかといえば，現地でも議論の余地のあ
るところである。
　非効率の傾向はオペレーションの領域でより顕著で，たとえばベルリンで
は，週末と祝日前日に S・U バーンの大半の路線で終夜運転が行われている。
また，2004年12月のダイヤ改正時にメトロライン（MetroLinie）が導入された
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が40，メトロラインに指定された特定の路面電車及びバスの路線では，平日も
終夜運転が実施されている。しかしながら，東京の場合でさえ，公共交通機関
で終夜運転が行われることは稀で，初詣客の利用が見込まれる大晦日から元日
にかけて，東京都とその近県の JR 及び私鉄で終夜運転が実施される程度であ
る。それも，すべての路線で行われるわけではなく，終電時刻の繰下げ，初電
時刻の繰上げで対応しているところも多い。東京よりも明らかに輸送需要の少
ないベルリンで，しばしば公共交通の終夜運転が実施されていることは，わが
国の感覚ではにわかに想像しがたい。
　しかし，補助金政策の評価軸は効率性だけではない。つまり，ドイツ国民な
りベルリン市民がそうした補助金政策を是としているのであれば，必ずしも当
該補助金政策が不当であることにはならない。
　これをベルリン州の ÖPNV を対象とする各種公的補助制度についてみると，
連邦補助制度はすべて連邦法によって規定されている。ベルリン州政府による
財政補助も，州の予算法にのっとって執行されている。また，補助金の具体的
な配分方法も，連邦法なり州法なりで規定されている。いうまでもなく，連邦
法は連邦議会で，州法は州議会でそれぞれ制定されたものであることから，建
前上は現在のベルリン州内の ÖPNV に対する各種公的補助制度は，ドイツ国
民又はベルリン市民が是としていることになる。
　前段で，インフラやオペレーションの過剰供給の問題を指摘したが，これは
雇用の確保とも無関係ではあるまい。そうした正義の議論も加味すると，現行
の州内の ÖPNV への補助金政策の当否は一意でない。そうはいっても，公的
補助の規模が巨大であることが運営の非効率を惹起していることは否めない。
そこで，各種公的補助の規模を漸次縮小して，効率的な補助金の配分，ひいて
は効率的な ÖPNV の運営を促すことが検討されてもよいのではないか。
─────────────────
40　BVG ウェブサイト（www.bvg.de/index.php/de/16428/name/FAQ/faq/MetroLinien.html）。
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ÖPNV の効率的な運営は，エネルギー効率の改善にも資する。
５．むすびにかえて
　本稿では，MIV が選好されていることから，独立採算が困難であるドイツ
各地の ÖPNV に対して，いかなる公的補助制度が運用されているか，その展
開と概要を整理するとともに，公的補助制度が具体的にどのように活用されて
いるか，首都であるために別途の手当てがなされているベルリン州をケースス
タディに取り上げて検討した。その結果，ベルリン州の ÖPNV の現況と課題
が明らかになった。
　ベルリン州の ÖPNV が抱える課題として，過大な公的補助が運営の非効率
を招いている可能性がある点を指摘したが，図らずも，ÖPNV に対する公的
補助は，将来的に縮小される可能性がある。それというのは，解消法に基づく
連邦補助は，2013年を最後に目的拘束が事実上撤廃され，2020年には制度自体
が廃止されることがすでに決まっているからである。
　解消法に基づく連邦補助制度は，2006年９月の連邦制改革に伴って手当てさ
れたものである。かねてから，州ごとの財政力格差の是正という大義の下に実
施されている連邦補助は，連邦による州財政ないし州の投資政策への干渉にあ
たるとの問題意識があった。これを解消するべく，GVFG に基づく連邦補助
制度は解消法に基づく連邦補助制度に移行し，当面は地域の交通事情の改善の
ためという大枠の中で州の裁量が拡大され，ゆくゆくは目的拘束がはずされる
こととなった。こうした一連の経緯に鑑みて，仮に解消法に基づく連邦補助制
度のさらに後身というべき財政補助制度が措置されたとしても，それも一般補
助として実施される可能性が高い。
　確かに，州の判断いかんでは，地域交通の改善以外の目的に連邦補助を配分
することができる裁量を認めることは，資源の効率配分の観点から好ましい。
すでに地域の交通事情が十分に改善されているにも関わらず，地域交通改善の
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ための連邦補助を継続することは，当該地域にあって過剰投資の誘因となり，
妥当でないからである。目的拘束の廃止は，ÖPNV のあり方を各州政府に自
己決定させる地域化の趣旨とも合致する。
　しかるに，解消法に基づく連邦補助制度は，従前の GVFG に基づく連邦補
助制度の８割の規模に縮小されたものの，依然として各地の ÖPNV にとって
大きな役割を演じていることに変わりない。しかも，現状のまま推移した場合，
解消法に基づく連邦補助制度は2019年をもって消滅する。これは，多額の公的
補助によって維持されているドイツのÖPNVにとって，死活問題であるといっ
てよい。今後，住民の〈足〉の確保問題とあわせて，ÖPNV に対する公的補
助制度のあり方が再検討されることになろう。
　最後に，本稿の課題について若干言及しておきたい。本稿では，ÖPNV を
対象とする各種公的補助制度が現実にいかに活用されているか検討したが，紙
幅の制約もあり，それらが具体的にいかなる効果をあげているかを論ずること
はできなかった。ただし，徹底的に制度研究を行うとともに，事例研究を試み
た本稿は，ÖPNV に対する公的補助制度をめぐる基礎的研究成果としての地
位を占めており，本研究をもとに，今後，さらに研究を深めていきたい。また，
DBレギオ社が運行している地域列車を捨象している点も課題である。確かに，
地域列車は州際を運行しており，必ずしもベルリン州内の ÖPNV とはいえな
いし，もっぱら運営費補助のみ支出されている点でも，地域列車を他のモード
と同列に取り扱うことには違和感を禁じ得ない。しかるに，地域列車も部分的
に州内の ÖPNV の一翼を担っていることから，地域列車を含めた検討が望ま
れる。
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